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第１ 評価の基本的な考え方 

   高知県公立大学法人評価委員会は、地方独立行政法人法第７８条の２の規定に基づき、高知県公立大学法人（以下「法

人」という。）の平成２９年度における業務の実績について、以下の基本的な考え方により評価を行った。 

   評価の実施に当たっては、法人の当該事業年度における業務の実績及び自己点検・評価を内容とする業務実績報告書及

び法人への聴取等に基づき調査・分析を行うとともに、その結果を踏まえて、「項目別評価」及び「全体評価」を行う。 

 

１ 項目別評価 

      評価委員会は、次の事項（以下、大項目という。）ごとに、中期計画の達成に向けた業務の進捗状況を勘案して、５

段階により評価するとともに、その評価理由を明らかにする。なお、教育研究については、その特性に配慮し、専門的

な観点からの評価は行わず、事後の外形的な進捗状況の評価を行う。 

    

   〔大項目〕 

①-1 大学の教育研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育の質の向上に関する目標を達成するための措置（高知県立大学及び高知短期大学） 

②-1 同上 ２ 研究の質の向上に関する目標を達成するための措置（高知県立大学） 

③-1 同上 ３ 社会貢献の質の向上に関する目標を達成するための措置（  〃  ） 

①-2 同上 １ 教育の質の向上に関する目標を達成するための措置（高知工科大学） 

②-2 同上 ２ 研究の質の向上に関する目標を達成するための措置（  〃   ） 

③-2 同上 ３ 社会貢献の質の向上に関する目標を達成するための措置（  〃   ） 

    ④業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

    ⑤財務内容の改善に関する事項を達成するための措置 

⑥自己点検及び評価並びに情報公開等に関する目標を達成するための措置 

    ⑦その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置 
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〔５段階〕 

５：中期計画の達成に向け特筆すべき進捗状況である。 

    ４：中期計画の達成に向け順調に進捗している。 

    ３：中期計画の達成に向けおおむね順調に進捗している。 

２：中期計画の達成に向け進捗がやや遅れている。  

１：中期計画の達成に向け進捗が著しく遅れており、重大な改善事項がある。 

 

  ２ 全体評価 

   項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。ま

た、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

 

  高知県公立大学法人評価委員会委員 

区 分 氏 名 役 職 名 

委員長 宮田 速雄 株式会社高知新聞社 代表取締役社長 

委員 森下 勝彦 株式会社高知銀行 取締役頭取 

委員 木村 靖二 東京大学 名誉教授 

委員 寺田 覚 公認会計士・税理士 

委員 濵中 俊一 高知工業高等専門学校 校長 
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第２ 評価の結果 

１ 全体評価 

高知県公立大学法人は、高知県立大学と高知短期大学の自主性・自立性を高め、社会が求める教育・研究の高度化に対応すると

ともに、大学の個性化を進め、もって大学の社会への貢献を促進することと併せ、大学運営の効率化及び第三者評価に基づく運営

の改善など、県民と社会に対する説明責任を果たすことを目的として、平成２３年４月に設立された。 

平成２７年４月には、公立大学法人高知工科大学と法人統合を行い、高知県立大学、高知工科大学及び高知短期大学の３大学を

一つの法人のもとで運営することで、それぞれの大学の特性を生かしながら、大学間連携をより進め、教員や学生の相互交流の拡

大などにより、より幅広く、質の高い教育研究や地域との連携、産学官連携などの取組を進めている。 

平成２９年度は、法人統合を行って３年目であり、第２期中期目標期間の初年度でもある。この間、理事長及び学長のリーダー

シップのもと、教育、研究及び社会貢献に関し積極的な取組を進めるとともに、業務運営の改善及び効率化についても、法人全体

で推進している。 

特筆すべき成果としては、高知県立大学においては、博士前期課程の共通科目の設置など大学院教育の改革を行うとともに、科

学研究費助成事業について積極的に応募を行い、研究機関別新規採択率で全国３位、公立大学で２年連続で第１位（43.1％）とい

う高い採択率を記録したこと、高知県の健康長寿政策の実現に寄与するため、外部資金を活用して「退院支援事業」を開始すると

ともに、平成２７年度から実施している「高知県中山間地域等訪問看護師育成講座」を拡充したこと、南海トラフ地震を視野に入

れた防災・減災活動を、県・市町村等と連携して積極的に実施したことなどが挙げられる。 

高知工科大学においては、カリキュラム改編により厳選した主要科目を、原則として１限目から３限目に配置し、これにより、

４・５限を活用して、学群が提供する実験・演習や学生の自主的な学修活動を充実させる環境を整えたこと、社会で活躍できる人

材をより多く輩出するため、大学院進学への促進施策を推進した結果、大学院入学者が前年度比約 19％増加したこと、研究アドバ

イザーの指導に基づき、外部資金獲得に取り組んだことで、科学研究費助成事業の研究機関別新規採択率が過去最高の全国６位

（39.8％）を記録したことなどが挙げられる。その他の項目についても、全体として年度計画を十分に実施していると認められる。 

 

 














